
様式 1 
 

東日本大震災の復興支援への取組み状況の報告 

 
報告日：平成 23 年 8 月 10 日 (第 1 報） 
支部・部会・実行委員会・登録グループ名 
日本技術士会 北陸本部 
責任者名／報告者名 
北陸本部防災委員長 平野 吉彦 
取組みの状況（報告済み～７月末までの検討状況、予定等含む）2,000 字以内 
１．中間報告～７月末までの取組みについて 

 
 
・東日本大震災に対しての東北支部からの知恵の要請に対して、北陸本部として 10 の意見・

提案を提出した。次頁以降参照。 
 

 
 
 
 
 
２．今後の支部・部会としての取組みについて 
＊シンポジウム、被災自治体との意見交換、復旧・復興支援調査での活動予定等を記載ください。

 
  8 月に開催する北陸本部防災委員会で検討する予定。 
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意見・提案 1 

 

東北地方太平洋沖地震 土砂崩れ二次災害防止に関する提案 

 

平成 23 年 6 月 30 日 

（社）日本技術士会 北陸支部 

応用理学・総合技術監理部門 平野 吉彦 

㈱ キタック 

1. はじめに 
東日本大震災における土砂災害発生状況は、国土交通省から次のように公表されている。 

 

また、緊急的に、国土交通省本省・国土技術政策総合研究所・（独）土木研究所等の専門家によ

るヘリコプター調査・現地調査が実施されている。この結果によると、土砂災害（＊）は多数発

生したが、震度に比較して土砂崩れ（＊＊）箇所は少なく、平成 20 年岩手・宮城内陸地震と比較

すると土砂崩れ箇所は極めて少ないという報告もされている。また、表 1に示す平成 16 年新潟県

中越地震、平成 19 年新潟県中越沖地震と比較しても土砂災害は少ないといえる。  

 

〔用語の使い方は、本文では次のように定義する。〕 

＊   土砂災害 ： がけ崩れ・地すべり・土石流により保全対象が被害を受けたもの 

＊＊  土砂崩れ ： がけ崩れ・地すべりの総称 

 

表 1 新潟県中越地震および新潟県中越沖地震による土砂災害発生状況 

新潟県土木部公表資料より作成。 

この違いは、海溝型の地震と内陸型（活断層）の地震による地震動の差であると感覚的に考え

られ始めている。このようにして見ると、東北地方太平洋沖地震は、土砂崩れに対しての影響は

少なく、今後のリスク管理はそれほど重要視しなくとも良いように感じる。しかし、海溝型の長

 

 

がけ崩れ 

(箇所) 

地すべり 

(箇所) 

土石流 

(箇所) 

合 計 

(箇所) 

新潟県中越地震 115 131 21 267 

新潟県中越沖地震 82 23 0 105 

平成 23 年 5 月 30 日河川局砂防部発表 

 ・東北地方太平洋沖地震 計 96 件 死者 19 名 

 ・長野県北部地震    計 23 件 

 ・静岡県東部地震    計 3 件 

合計 122 件（土石流等 12 件、地すべり 27 件、がけ崩れ 81 件、雪崩 2件）死者 19 名 

12 県もの広範囲で発生。上記の他、多数の山腹崩壊あり。 
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周期地震動による土砂崩れ箇所の特徴（地形・地質）や地震後の降雨等により新たに発生する土

砂崩れのリスク（亀裂・緩み等の斜面安定性への影響度）に関しては、全く分かっていない状況

であり、今後の調査・分析を待たなければならないという現状である。東北地方太平洋沖地震は、

未曾有の広範囲で地震被害が発生した大地震であり、想定外の被害であったと言われている。今

後の発生リスクを秘めた土砂崩れ二次災害に対しても土砂災害が内陸型の地震と比較して少なか

ったから想定外であったではすまされない状況である。したがって、慎重な姿勢で土砂崩れ二次

災害に対するリスク管理を実施していく必要がある。 

新潟県では、中越地震以降に融雪・降雨による土砂崩れが多く発生したことから、土砂崩れ安

全対策委員会を発足し、二次災害防止のリスク管理を実施している。私はこの委員としてお手伝

いさせていただいており、この中で地震後の土砂崩れは、地震時の土砂崩れ集中箇所とは別の地

域に集中したという結果から、東日本大震災においても今後の降雨等により土砂崩れが発生する

リスクが高まっている可能性を懸念している。このため、中越地震以降に発足した土砂崩れ安全

対策委員会に参加して分かったことを紹介しながら、東北地方太平洋沖地震における土砂崩れ二

次災害防止のリスク管理に関する提案をおこなう。 

 

2. 新潟県中越地震以降の土砂崩れ安全対策委員会の経過 

新潟県では、中越地域周辺で三つの地震災害が発生し（図 3参照）、次に示す経過で土砂崩れ安

全対策委員会を開催し、その検討結果をもとに新潟県土木部道路管理課・砂防課において、地震

の影響を受けた地域の道路規制基準値（通行止め）、パトロール基準値、点検基準値を引き下げ、

二次災害から人命を守るリスク管理を実施している。この委員会は、中越地震から７年後の現在

でも継続しており、新潟県土木部によるリスク管理は現在も行われている。 

・平成 16 年 10 月 23 日 新潟県中越地震発生・・震度 6弱以上の範囲に土砂崩れが発生 

・平成 17 年・18 年   道路斜面・民家裏等で融雪・降雨による土砂崩れが多く発生 

・平成 18 年 5 月      土砂崩れ安全対策委員会を発足し次の内容を検討 

 

 

 

・平成 19 年 5 月    土砂崩れ安全対策委員会により次の内容を検討  

・平成 19 年７月 16 日 新潟県中越沖地震発生・・震度６弱以上の範囲に土砂崩れが発生 

・平成 20 年 6 月    土砂崩れ安全対策委員会により次の内容を検討 

              

 

 

・平成 23 年 3 月 12 日 長野県北部地震発生 

・平成 23 年 6 月  土砂崩れ安全対策委員会により次の内容を検討 

 

 

①新潟県中越地震による斜面安定への影響の有無の判定  
②二次災害防止危機管理重点地域の設定 
③道路規制基準値の見直し、パトロール・点検基準値の設定 

①平成 18 年の降雨と土砂崩れ実績による道路規制・パトロール・点検基準値の見直し 

①平成 19 年の降雨と土砂崩れ実績による道路規制・パトロール・点検基準値の見直し 
②新潟県中越沖地震による道路規制・パトロール・点検強化地域設定と道路規制・パトロー
ル・点検基準値の設定 

①平成 20～22 年の降雨と土砂崩れ実績による道路規制・パトロール・点検基準値の見直し 
②長野県北部地震の影響を考慮した道路規制・パトロール・点検基準値の見直し 
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3. 土砂崩れ安全対策委員会に参加して分かった事項と東北地方太平洋沖地震への提案 

（1）地震の土砂崩れへの影響はいつまで続くのか 

地震後の融雪・降雨による土砂崩れは、数ヵ年継続する。中越地震では少なくとも平成 17 年、

18 年の地震後 2年間は土砂崩れが多い傾向にあった。その後、降雨が比較的少ない傾向の年が続

き、平成 22 年の降雨によって土砂崩れが多く発生した地域があった。→ 東北地方太平洋沖地震

においても降雨状況によって、土砂崩れは数年続くリスクがあると考えておいた方が良い。 

 

（2）地震時および地震後の土砂崩れはどんな所で発生したか 

 中越地震、中越沖地震では、震度 6 弱以上の強振動を受けた範囲に、地震時の土砂崩れが集中

した傾向がある（図 1、図 2、図 3 参照）。長野県北部地震では土砂崩れの全容が分からないが、

やはり震度 6弱以上の範囲に土砂崩れが多いようである。 

地震後に融雪や降雨により土砂崩れが集中した地域は、地震で土砂崩れが多発した地域だけで

はなく、その周縁や土砂崩れが多発していない地域もあった（図 1・図 2参照）。この現象は、地

震動による斜面の緩み、亀裂形成など地震時に土砂崩れに至らなかった箇所が多数存在していた

ことが考えられる。→ 東北地方太平洋沖地震でも強振動を受けた地域では、土砂災害リスクが

高まっている可能性があるとして慎重に考える必要がある。 

 

（3）新潟県中越地震と中越沖地震で震度 6弱が重なった地域はどうであったか 

同じ地域で 2 回の強振動を受けた地域は、他の地域よりも地震後の土砂崩れリスクが高まって

いた可能性がある。中越地震と中越沖地震の震度 6弱が重なった地域（図 3参照）は、上記（1）

で説明した平成 22 年に他の地域よりも土砂崩れが多い地域に相当している。この傾向から、長野

県北部地震において震度 6 弱・5 強を記録した地域と新潟県中越地震で震度 6 弱が重なった地域

は、今後も重点的にリスク管理を継続する地域として進んでいる。→ 岩手・宮城内陸地震と東

北地方太平洋沖地震の強振動が重なった地域は、今後の斜面動向を慎重に監視する必要がある。 

 

（4）土砂崩れ二次災害に対するリスク管理重点箇所の抽出はどのようにして行ったか 

①急傾斜地・地すべり指定地域など 

地震時に土砂崩れが発生した箇所や指定地・危険箇所は、地震時に緊急点検が実施され、異常

が確認された箇所は、監視・対策などの対応がとられてきた。このため、リスク管理の重点箇所

はこの段階で抽出することができ、対策が完了するまで観測・点検等で監視を継続する対応がと

られてきた。→ 東北地方太平洋沖地震でも同様な対応がとられるようである。 

 ②道路斜面 

 道路斜面では、地震時に緊急点検が実施され、異常が認められた箇所は監視・対策などの対応

がとられた。しかし、道路斜面は長大な区間を点検する必要があり、道路法肩や上方斜面を急傾

斜地・地すべり指定地域などと同じ精度で点検することは現実的には難しい状況であったと考え

られる。このため、地震後の融雪や降雨で予想していなかった地域に発生した土砂崩れの多くは、

道路斜面であった。委員会発足準備段階では、土砂崩れリスクのある地域の抽出は、詳細な現地

調査を行わないと分からないのではないかという考えがあった。しかし、長大な路線がある道路

斜面においては、詳細な現地調査を実施することは現実的には難しく、地震前・地震時・地震後
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の土砂崩れ情報を平面図上で比較し、大局的にリスク管理重点箇所を抽出する方法を採用した。

→ 東北地方太平洋沖地震においては、中越地震よりもはるかに広域でのリスク管理が必要にな

る。したがって、事例で紹介したように、地震後の土砂災害状況を大局的に整理することと、地

震前の土砂災害状況を比較して、リスク管理重点箇所を抽出する方法を採用することが現実的で

あろう。 

 

（5）道路規制基準値・パトロール・点検基準値をどのように設定したか 

道路に関するリスク管理では、中越地震以降の土砂崩れ箇所と降雨量（連続雨量・時間雨量）

の関係を整理し、土砂崩れから人命を守るため、道路規制（交通止め）の従来基準値を引き下げ

た。さらに、この基準の 50％の連続雨量でパトロールを行う基準を設定した。また、急傾斜地・

地すべり指定地域などのリスク管理は、緊急点検で対応が必要と判断された箇所に関し、対策が

完了するまで、気象庁と連携して構築されている土砂災害警戒情報システムにより点検基準を定

めた。→ 東北地方太平洋沖地震では、多県に亘る行政機関でのリスク管理が必要になる。この

ため、まず、現状で迅速なリスク管理が可能なように、各行政機関で採用している現行基準を見

直しリスク管理を実施することが必要と考えられる。さらに、今後、各行政機関が土砂崩れに関

する統一した降雨量基準（気象庁と連動した解析雨量を取り入れた防災基準など）でリスク管理

が行えるように国内の整備を進めることが必要と考えられる 

 

4. おわりに 

 東北地方太平洋沖地震と新潟県中越地震は、地震発生のメカニズムが異なる。また、地質も異

なるため中越地震による土砂崩れ二次災害の事例が必ずしも東北地方に対して適合するものでは

ないと考えている。しかし、地震と土砂崩れに関する実態は、十分に分かっていない現状である

ため、当面のあり方として、本提案で紹介した事例が東北地方太平洋沖地震の土砂崩れに対する

リスク管理上の参考になれば幸いである。 
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                                    ★本震の震央 

図 1 平成 16 年新潟県中越地震時の土砂崩れ分布図（平野,2008）に 

平成 18 年融雪時までの土砂災害集中域（土砂崩れ安全対策委員会資料より）を加筆した図 

 

・図中の黒丸・黒枠の箇所が、中越地震時に発生した土砂崩れ箇所（崩壊・地すべり）であり、

図 3 の推計震度分布図と比較すると震度 6 弱の範囲内に分布する。また、余震域の範囲ともほ

ぼ一致する。 

 

・図中の赤丸の範囲が、中越地震以降の平成 17 年融雪・降雨、平成 18 融雪で土砂崩れにより土

砂災害が集中した地域である。新潟県中越地震時の土砂崩れ分布域の周縁に分布する傾向があ

る。 
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★本震の震央 

図 2 平成 19 年新潟県中越沖地震時の土砂崩れ分布図（平野,2008）に 

平成 19 年降雨による土砂災害集中域（土砂崩れ安全対策委員会資料による）を加筆した図 

 

・図中の黒丸・黒枠の箇所が、中越沖地震時に発生した土砂崩れ箇所（崩壊・地すべり）であり、

図 3 の推計震度分布図と比較すると震度 6 弱以上の範囲内に分布する。また、余震域は沿岸部

であり、余震域と土砂崩れ範囲は一致しない。 

 

・図中の赤丸の範囲が、中越沖地震以降の平成 17 年降雨で土砂崩れにより土砂災害が集中した地

域である。 
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図 3 新潟県中越地震・中越沖地震・長野県北部地震の推計震度分布重ね合わせ図 

（土砂崩れ安全対策委員会資料より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



防災ドームを中心とした防災公園のモデル図

意見・提案 2

東日本大震災に対する意見・提言

平成 23 年６月 30 日

（社）日本技術士会 北陸支部

建設部門 大塚 直吉

㈱ 本間組

（社）日本技術士会東北支部の支援希望事項のうち、専門の範疇にある項目について提案します。

②復興計画に関する事項

イ）施設の耐震性向上に関する事項（津波も併せて）

a)防波堤

・既存防波堤の補強

・既設ケーソンの港外側に消波ブロック等の消波工を設置し、消波による津波力を低減する。

・既設ケーソンの港内側に土砂や石材による腹付工を設置し、津波抵抗力を増大する。

なお、被災により港内の水深が確保できていない場合は、浚渫土を腹付工に有効利用するこ

とも可能である。

・津波堤防の新設

・防波堤で防護されていない護岸は、津波堤防を新設する。

ロ）地域再生計画（インフラだけでなく、地域産業、文化を含めて）

・防災拠点の整備

強大津波に対応するため高台に防災拠点を整

備し、日頃からの備えを行うこと重要である。

提案する防災ドームは、災害時には避難救援

拠点としての機能を持ち、通常時には、全天候

のコミュニティ拠点として多目的な活用が可能

となるよう配慮された施設である。また、構造

各部を標準化することで、コストダウンが実現

できる。避難・救援拠点として必要な各施設の

ユニット化も進め、多様なニーズに応えること

が可能である。

ハ）災害がれき（住宅、自動車等を含む）の早期処分、活用方法

・船舶による災害がれきの海上輸送

災害がれきは膨大な量であることから、早期処分するためには陸上輸送よりも日本海側の港

に海上輸送することが有利と思われる。災害がれきは被災地で分別後に、最寄の港から自航式

土運船等の船舶に積み込み、被災を受けていない日本海側の港に運搬し処理する方法を提案す

る。



「東日本大震災」に対する支援について

北陸支部防災委員会
村田佳久

①現地調査に関する事項
ロ）防災施設の効果に対する調査

フローチャート

１．調査対象構造物

分類 構造物名

ロックシェッド

スノーシェッド

スノーシェルター

「防災施設の効果に対する調査」について、落石・雪崩・土石流に対応する道路防災構造物に限定して
進める。調査時期については、地震後の比較的早い時期（地震直後～１か月程度）における緊急的な点
検を想定している。

覆工
道路上に構築し道路を屋根上に覆う構造物。構造形式はさまざま
あるが部材の材料は大きくコンクリート製（PC製・RC製）、鋼製に分
かれる。

概要

　　調査対象構造物は、道路・通行車両・鉄道・人家などの対象物を防護する施設になり、道路上に構
築するもの、斜面際や斜面中腹に設置するものに代表される。材質は、コンクリートと鋼が大部分を占
める。

　　　　　　　　（START）

調査対象構造物の選定

調査計画

調査項目の決定

調査方法の決定

防災施設としての効果の検証

調査記録の作成

　　　　（ＥＮＤ）
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　　　　　　　　　平成23年6月30日
　
　　　（社）日本技術士会　北陸支部
建設・総合技術監理部門　村田　佳久
　　　　　　　　　　日本サミコン㈱
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落石防護柵

雪崩予防柵

落石防護擁壁
雪崩防護擁壁
雪崩誘導壁

２．調査計画

項目

調査路線の掌握

資料の収集

調査項目の確認

調査工程の作成

３．調査項目

構造物 項目
全体系

上部工

下部工
路面

屋根面

谷側法面
山側斜面

内容

　　調査項目は基本的に目で見える範囲の変状等の把握やスケール等での測定が中心となるが、構造
物の種類により着目点は異なってくる。

細目箇所

ロックシェッド
スノーシェッド
スノーシェルター

　　最初に調査のあらかたの計画を立てる。調査すべき路線の把握や現地に入れるかどうかの確認を
はじめ、調査予定の構造物についての入手可能な資料は収集する。そのうえで効率的な調査を行うた
めの工程や人員の選択配置を行う。

網
対象とする斜面全体をワイヤロープと金網で覆う構造物。支柱を設
けるﾎﾟｹｯﾄ式と支柱を設けない覆式がある。いずれもワイヤロープ
はアンカーで固定する。

ﾎﾟｹｯﾄ式・覆式
落石防護網

柵

擁壁

道路の斜面際もしくは斜面の中腹に設置される構造物。下部工が
RC製のもの、または下部工がなく支柱が地盤に直接根入れされて
いるものがある。上部工はコンクリート製、鋼製、もしくはワイヤロー
プと金網で構成されたﾌｪﾝｽ系がある。

防護擁壁は道路の斜面際に設置される。誘導壁は斜面中腹に設
置される。現場打ちコンクリート製が多い。

法面の亀裂・崩壊などの変状および下部工の地盤からの浮き
斜面の亀裂・崩落など

施設台帳や既往の調査点検結果、また過去の補修履歴などの収集。また、形状寸
法・材質・設置年度等構造物の諸元がわかる資料の収集を行う。

現地で具体的に調査する項目を計画する。目視点検が主体となるがその他、ス
ケール、巻尺による寸法調査、クラックゲージによるひび割れ幅調査、ハンマーによ
る打音調査、カメラ撮影等が主体となる。

効率よく調査を行うために、調査順序、必要となる調査道具・日数・作業人員をあら
かじめ推測し効率的な調査工程を立てる。

全体形状の変状、ブロック間のずれ段差等

舗装のひび割れ、陥没、変位等

斜面崩壊で屋根上を通過もしくは堆積した土砂や岩石によるコンク
リート部材や鋼材の変状や防水の変状等

コンクリート部材の剥落・ひび割れ、鋼材の変形など。支承、接合部
等の変状

コンクリート基礎の変位・剥落・ひび割れ

調査に先立ち、調査する路線（有料道路・国道・県道・市町村道等）の抽出を行い、
現地に入れるかどうかの確認を含め、必要に応じ優先度を決める。
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全体系

上部工

下部工
支柱
山側斜面
全体系
上部工
全体系
支柱
アンカー 地盤からの抜け出し、接続部の変状
ロープ・金網

４．調査方法

場所

構造物

路面

山側斜面

谷側法面

５．調査記録の作成

項目

一般事項

構造物の種類

目視による調査を行い、変状についてはカメラ撮影を行う。斜面の変状（亀裂・崩
壊・洗掘等）に主眼を置く。

　　調査の具体的方法は、目視とスケールによる測定およびカメラ撮影が中心となる。変状については
地震により発生したもの、地震前から生じていたものに分かれ、緊急的な調査ではその判断が難しい場
合もあるが、わかる範囲で極力区別を判定する。

極力部材の近くに寄り調査する。シェッド等は屋根面にまで登るのが望ましい。変
形、ひび割れ等測定機器でその数値を記録できるものについては極力測定する。そ
の他変状についても必ずカメラで撮影するかスケッチを行う。

方法

目視による調査を行い、路面のクラック、陥没、浮き上がりなどの変状についてはカ
メラ撮影を行う。

目視による調査を行い、変状についてはカメラ撮影を行う。斜面の変状（亀裂・崩
壊・樹木の倒れ等）に主眼を置く。

支柱の変形、アンカー接合部の変状

ロープの破断、金網の破れ等

網

斜面の亀裂・崩落など

落石防護柵
雪崩予防柵

コンクリート部材の剥落・ひび割れ
全体形状の変状、傾斜等

擁壁

全体形状の変状

コンクリート部材の剥落・ひび割れ、鋼材の変形など。接合部等の
変状。ワイヤロープの破断等の変状、金網の破れ

コンクリート基礎の変位・剥落・ひび割れ

全体形状の変状、傾斜等

支柱の変形、地盤からの抜け出し

内容

　　調査の前には調査記録票を作成し、実際の調査時に調査結果を書き込むようにすることが望まし
い。調査記録票に示す項目は以下のような項目がある。なお、損傷程度の区分については構造物の各
部位ごとにその位置や程度、重要性を考えて細かく決める必要がある。（この書類では決めていない）

調査日時・天候・調査者氏名等。路線名、場所、目印等、構造物の位置がわかる項
目

構造物の種類・形式、構成部材の材質等、全景写真等、構造物の概略がわかる項
目

3



調査結果

写真・スケッチ
その他

６．防災施設としての効果の検証

状態
損傷なし

軽微な損傷

中程度の損傷

大規模な損傷

倒壊等

　　

深刻な損傷、もしくは構造物が破壊もしくは倒壊しており、安全確保のため早急に除
去等の処置が必要である。交通解放は長期間不可能である。

　　調査の結果により、防災施設としての効果の検証を行う。構造物の各部位の損傷程度の区分をもと
に、構造物の全体的な損傷度合いや道路交通への影響などにより段階分けする。

評価

その他、気づいた特徴的な点等

各構造物の、各部位ごとに調査の結果がわかる項目であり各部位（柱、梁、スラブ、
支承等）ごとに損傷の具体的記述と損傷程度の区分を記す

変状等特徴的な部分の写真およびスケッチ

構造物に損傷は全く認められなく、道路交通にも全く支障はない

構造物に損傷はみられるが軽微であり、補修が必要でないか、または応急的処置
を施すだけで建設当初の機能は保持でき、道路交通にも差支えない。

構造物に中程度の規模の損傷が見られ、一時的に交通制限が必要であるが、常識
的な範囲での期間・費用で修復が可能であり、機能の回復も期待できる。したがっ
て、一定期間の道路の交通制限後は開放が可能である。

構造物に大規模な損傷が見られる。応急的処置による交通解放などの処置は施せ
ない。補修などによる構造物の機能回復は望めない状態であり、将来的に取り換え
等の処置が必要である。その間は長期間の交通止めが必要である。
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意見・提案 4

避難所生活者の支援に関する事項

平成 23 年 6 月 17 日

（社）日本技術士会 北陸支部

衛生工学部門 神成 孝則

菱機工業 ㈱

電気、水道（保冷・保存施設が）が無い避難所における、肉、野菜等生鮮食品の大量保

存の方法

下記、紹介します。

1.「藤村靖之氏：非電化工房」ホームページよりの非電化冷蔵庫、非電化貯蔵室、非電化

除湿機を紹介します。添付資料参照。

2. 機械式冷蔵設備としては「エンジン駆動冷凍機」があります。東洋製作所、前川製作

所、神戸製鋼、長谷川鉄工所 などで製作します。多少の電力は必要です。貯蔵庫

としてのプレハブ冷蔵庫も必要です。

3. 水道については、ろ過システムを専門に扱うメーカーが数社あります。水源をどこか

ら準備するかも課題です。井戸水・河川水などが考えられます。いずれ、大容量の

電気が必要です。
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                              意見・提案 5 

東日本大震災 地域復興計画に関する提案 

平成 23年 6月 14日 
（社）日本技術士会 北陸支部 

建設・農業・総合技術監理部門 小見直樹（こみなおき） 

エヌシーイー㈱ 
はじめに 

 今から約７年前、私は、平成 16 年の新潟県中越地震において、壊滅的被害を受け
全村民が長期避難を余儀なくされた旧山古志村（現在の長岡市山古志地域）における

震災復興の計画「帰ろう山古志へ」（山古志復興プラン）の策定をお手伝いした。 
 このたびの東日本大震災の被災の性質や規模は当時の中越大震災とは大きく異な

るが、生まれ育った地域が壊滅し、帰れるか想像すらできないという深刻な状況であ

ることは双方とも共通するものがある。 
 ここでは当時の計画策定において私自身が感じ取った地域住民の状況や気持ちを

顧みながら、少しでも東日本地域のまちやむらの「創造的復興」※の一助になれば願

い提言したい。 
  ※今回の震災の悲しみを乗りこえ、今後むしろ新たな地域を創るチャンスと考え、住民が一

丸となって、より夢の持てる地域社会を創造していくことを意味する。 
 
１．復興のステップ 

 震災から３ヶ月経過した中で、今なお、１万人近い行方不明者、約９万人が避難所

暮らし、仮設住宅戸数完成率は約５割程度という状況の中で、被災住民たちはまだ目

先の「生きる」という目標が精一杯であり、将来のビジョンを考えるなどという余裕

はほとんどないものと想像できる。しかしながら、時は刻々と経過し、復旧・復興の

取り組みは待ったなしである。しかも、住民のための納得性の高い計画を早急に立案

し精力的に取り組んで行かなければならい状況にある。 
 今後の復旧・復興の枠組みとしては、大きく以下のステップに区分して考えると分

かりやすいと思う。  
     段階      期            内容             震災発生からの目安 

  ■第０段階  初動期     仮設住宅への入居      2～5 ヶ月まで 

■第１段階  復旧期     インフラの復旧        1～5 年まで 

  ■第２段階  復興再生期   暮らし、生業、文化の復興     2～6 年まで 

■第３段階  向上期     より地域価値を高める時期        7 年～ 

 

２．復興の理念 

 今回の震災を通じて、おそらく被災者全員が「二度とこんなに苦しく悲しい体験は

したくない」と考えているはずである。このため、まずは安心して暮らし続けるため
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の土地や基盤の整備再生案を示すことが求められる。併せてそのスケジュールを分か

りやすく明示する必要がある。 
 次いで、所得の確保が不可欠となる。漁業・農業・小売・製造など、生業の再生、

就労の場確保についての考え方を示すことが求められる。 
 さらに、暮らし方として、今まで以上に支え合う絆の深いコミュニティや地域文

化・伝統の継承、生き甲斐などについてのイメージを示すことが重要である。 
 以上の３点が一体となって、はじめて安心して元気に暮らせる地域復興像が共有で

きるものと考える。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
３．復興計画の方向性 

 
（１）安全・安心な土地や施設の整備 

  ①生活の再生場所の選択 

   再生場所に関しては、コミュニティを維持継続する観点から個別の地区や集落

単位で複数の案を示し、住民との合意形成を経て選択すべきである。この際、住

民のライフスタイルも含め、具体的な生活像を想定し、各案の利点・欠点を住民

に十分理解してもらった上で選択してもらうことが必要である。 

   例）ア）現地復旧案・・・以前暮らしていた場所での再生 

     イ）高台移転案・・・津波被害のない高台での集団移転・再生 

  ②地域にふさわしい新たな住宅地計画 

   平地市街地にあっては、道路等オープンスペースの確保、避難路・避難場所の

明確化、適切な土地利用ゾーニング、まちの賑わい再生に向けた環境整備などに

配慮すべきである。高台移転の際には、周辺の緑地環境と調和したゆとりある敷

地規模や家庭菜園付き住宅、地域産材を使った高齢者向け公営住宅などの整備が

考えられる。なお、計画的な面整備事業などに着手する前に、無計画な建築が散

発することも考えられるため、計画への理解と協力、場合によっては土地利用規

制の法指定を行うことも考えられる。 

また、ここ数年で新たなまちや建物がたくさん生まれることを考えると、魅力

ある景観創造のためのまたとないチャンスであるとともに、不良な趣のない景観

とならぬようコントロールしていくことが必要なる。さらに、太陽光・太陽熱・

安全・安心な土地や施設の整備 

地域文化・ｺﾐｭﾆﾃｨの復興 生業・就労の場の整備 

地域社会の 

創造的復興 
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地熱・風力など自然エネルギーを活かした環境負荷の小さいモデル都市の形成が

可能であり、そのため住民の理解と補助制度等の行政支援が欠かせない。 

③津波対策への工夫 

   今回の震災では特に海岸部の平場や河川付近などで津波被害が大きかったが、

これらの地域で津波防護機能や避難可能施設を整備することが考えられる。例え

ば、幹線道路を盛土形式にしてゲートを併設し市街地への海水流入を防ぐととも

に道路上を一次避難場所とする方法が考えられる。また、街区など一定の人口の

まとまりごとに避難距離を考慮して（例えば誘致圏半径 250m 程度など）、その中

心部付近に想定津波高さを超える中層建築物（医療・公共施設・住宅など）を建

築する方法が考えられる。ただし、目指すべき都市構造としてはコンパクトシテ

ィを位置づけ、都市機能拡散型の市街地にはならないよう配慮する必要がある。 

  【中層建築物検討の際の課題】 

    ・周辺部の人口密度との整合→ 夜間人口又は昼間人口が収容できる床面積 

    ・用地の選定（街区や地区の中心部付近、避難路との整合） 

    ・立体換地による区画整理など最適な整備手法の検討 

 

（２）生業・就労の場の整備 

  地域における中小企業の再建のため、地域ニーズを十分に踏まえつつ、設備投資

のための無利子融資や震災補助制度の創設、各種税金の減免などの支援を手厚く進

めるとともに、農業・漁業についても一日も早い再建に向けた柔軟な各種補助制度

を創設することが求められる。特に、地区ごとの実情を鑑み、緊急性、即効性を考

慮して必要なところから優先して取り組むべきである。一日も早い就労と所得の確

保が自律的復興の大きな支えとなるはずである。 

  また、特に農業、漁業、飲食業、小売業などについては、今後とも想定されるマ

スコミ報道等による広報力を活かして、地域ブランドの構築や新たな住民起業など

を推進し、首都圏など都市との新たな交流を通じた経済や地域振興を図っていく視

点が重要である。 

 

（３）地域文化・ｺﾐｭﾆﾃｨの復興 

  改めて震災を含めた地域の歴史や文化、伝統行事などを見つめ直すため、学校や

町内会、集落などでの取り組みを支援する仕組みを創るとともに、都市などからの

来訪者と地域住民とがふれあい・交流できる環境整備を行うべきである。 

  また、特に漁村部や集落部に残る昔からの支え合いの精神や生き方などを改めて

我が国で忘れかけている「人の絆のモデル」として全国へ発信し、多様な交流に繋

げていくべきである。 

  さらに、今回の津波による衝撃的な映像が全国で放映されているが、自然への畏

れを忘れずに自然と共生していくための象徴として、例えば津波で被災した建築物

等を保存し「震災メモリアル」として公開していくことが考えられる。 
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４．効果的な復興のために 

 

 （１）復興にあたっての地域組織づくり 

   今後、地域ごとに異なる住民の意識を把握しながら、地域に相応しい復興の計

画を策定し、またその実現に向けて一歩ずつ行動していかなければならない。住

民と行政との距離感を縮め、意識を共有していくための組織づくりが必要である。 

 

【住民の組織例】 目的：地域復興計画策定の合意形成、復興に関する情報の共有化 

   

 

●地区組織 

 代表者１～２名              ・・・ 

 

 

 ●小学校区 

  

 

 ●自治体（小規模） 

 

 

 （２）復興基金の設置 

   各種支援金や各県の財源などを活用して、復興基金を設置し、その利回りで効

果的に復興事業（特に法律では規定されない地域実態を踏まえた柔軟な事業、小

規模なものも含む）を機動的に実施していくことが必要。 

 

 （３）地域復興支援員の配置 

   上記の町内・集落（又は小学校）単位に、実施に地域に入り住民とともに地域

復興に携わり、各種取り組みを応援する「地域復興支援員」を配置する方法が考

えられる。なお、財源は復興基金の活用が想定できる。 

 

 （４）国・県の復興計画との調整 

   現在策定が進められている国や県の復興計画との整合にも配慮しつつ、また各

種支援制度との調整を図りながら、足りない部分を市町村が柔軟かつ迅速に補う

という発想で効果的に地域復興を進めていくことが重要である。 

 

以上 

○○町内 
住民 

○○集落 
住民 

○○集落

住民 
○○町内

住民 

○○小学校区 ○○小学校区 

○○町役場 
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意見・提案 5 

東日本大震災に関する意見・提案 
平成 23 年６月 29 日 

（社）日本技術士会 北陸支部 

建設・総合技術監理部門  一願 捻 

建設部門       新田川 貴之 

㈱国土開発センター 

 

現地調査に関する事項 
イ） 防災施設の効果に対する調査 
・今回機能した施設／しなかった施設の整理 

・ 要因分析項目（①海岸からの距離、②標高、③構造 等） 

 

ロ） 津波の避難に対する住民の意識調査 
・効率的に調査が実施できるのは避難所 

・住民感情を考えると協力してもらえる方が少ないと考えられる。 

・調査のポイント（①地震前後の意識の違い、②行政に何を求めるか、③自分たちが

しなければいけないと思うこと 等） 

 

復興計画に関する事項 
イ） 施設の耐震性向上に関する事項（津波も併せて） 
・構造物の耐震性・津波対策の向上に関する事項に関しては、いろいろな場面で行政

及び大学の先生等がいろいろと提言をされていますが、これらを集約してゆく方向

を早く見極めることが大事かなと思います。 

・構造物ごとに、いろいろと具体的な対策が検討されることになると思いますが、

その前に今の時点で、各構造物ごとの被災の状況とその原因を究明することが求

められることと思います。 

 

  ロ）地域再生計画 （インフラだけでなく、地域産業、文化を含めて） 
・土地利用方針の明確化（可住地として考えていくか・非可住地として考えていくか） 

・非可住地とするならば、風力発電の場としたり、生産緑地の場とするなど、エネル

ギー生産等を行う場や自然環境地として割り切る 

・上記のような判断は国等が関与しつつも、住民の意志も多分に必要。 
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・そのような判定をしてもらうために技術士会が公平な土地評価を行い、それを基に

国や住民にジャッジしてもらう。 

   
ハ）推定１，８００万トンに及ぶ災害がれき（住宅、自動車等を含む）の

早期処分、活用方法 
【活用方法】 

・がれきを利用した人工的な山（防波堤機能を持つ）を（風の流れも考慮しつつ）沿

岸に設け、堤防兼公園として活用する（ランドスケープデザイン NO.79 号において、

歴史と地形、人の暮らしから見えてくる復興計画（東京大学工学系研究科都市工学

専攻石川幹子研究室 東京大学グローバル COE 都市持続再生センター）において示

されている「千年の森」みたな形態） 

・バイオマス利用 
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                            意見・提案 7 

 
東日本大震災に関する提案  

 

平成23年6月30日 

  （社）日本技術士会 北陸支部 

                  建設・総合技術監理部門 今度 充之，木下 猛 

                              東京コンサルタンツ㈱ 

 

１．①現地調査に関する事項 ハ）津波に対する住民の意識調査について 

 

・地震発生時に被災地の住民は津波の襲来を認識できたか，どう避難したのか。 

・ 避難所で避難生活する住民にとって今何が不安か，今後に向けた希望と心配事は何か。 

などの住民意識調査を実施することは，日本技術士会として今後の防災や避難を考え 

る上で貴重な参考データとなり，また避難生活者の不安を知りそしてそれを払拭するため

の材料となる。しかし，この調査実施にあたり次の懸念があり，留意が必要である。 

(1)今現在，避難生活を送っている方々にアンケートやヒアリングを実施することと 

なるが，被災してから約3ヶ月で，果たして住民が快く協力してくれるかが心配される。特

に，家族をなくされた方々には，慎重な対応が求められる。 

(2)先に述べたように住民の意識調査は重要であるが故に，既に調査を行なっている機関

（研究機関，大学，ＮＰＯ等）があると思われる。避難生活者に何度も同じような調査を

行なうのは不本意であり，調査実施機関の有無，調査目的，調査内容等を把握して，それ

と違った内容を調査する必要がある。 

 

２．②復興計画に関する事項 イ )施設の耐震性向上に関する事項  について  
  
 橋梁，道路の津波対策について提案する。 

 被災地の状況から，被災地の橋梁には津波の「波圧」に加えて「浮力」および船舶・家

屋・自動車など「漂流物の衝突」による外力が作用して被害を大きくしたと推察される。 

東日本大震災およびスマトラ沖地震の被災調査結果を分析して道路橋示方書の改定作業を

急ぐべきである。 

以下に主な留意事項を挙げる。 

 (1)津波被害想定区域の桁形式は自重の大きいコンクリート製にするとともに，津波の波

圧による水平力，上揚力および浮力に耐えるよう支承構造を設計する。 

 (2) 海側，陸側の双方に漂流物による衝突荷重を作用させて設計する。荷重は漂流物お

よび被害状況調査の結果を踏まえて設定する。 

 (3)津波被害の想定される範囲に設置する橋脚の柱は河川内に設ける橋脚と同じように

流下物が引っ掛かりにくい小判型断面とし，津波の流向に合わせる。 

 つぎに，道路に関して述べる。 

津波による盛土道路の流失が見られた。道路の路体は流水による侵食に抵抗できる構造
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となっていない。つまり，流失被害を最小限にとどめる為には，津波被害想定区域の盛土

道路には漂流物を伴う流水に十分抵抗できるよう路体および法尻の表面をコンクリート製

のブロックなどで被覆して保護すること，被覆部分には吸出し防止材を配置すること，路

体の地下水位が速やかに低下するよう路体の排水性および土留め擁壁等の排水性を高める

ことが必要である。 

橋梁同様，被災調査結果を分析し，道路土工指針を改定することが必要である。 

以上 



意見・提案 8 

東日本大震災に対する支援希望事項に関して 

平成 23 年 6 月 15 日 

（社）日本技術士会 北陸支部 

建設部門  斉藤 茂 

中部地質㈱ 

 

②イ）施設の耐震性向上に関する事項 

a)共同溝，地中化 

電気，ガス，水道，電話などライフラインは、全てを共同溝としてまとめると、

耐震性を向上させる対策工や工費削減の面から有効と考える。また、電気，電話類

も含めて地中化することで、津波被害も軽減できる。 

b)主要系統の確保 

ライフラインの本管，主要幹線の系統内に、耐震性を高めた系統（耐震対策や良

質地盤内）を設け、災害時でも本管，主要幹線を確保することで復旧を容易にする。 

効率的な対策工やルート選定には、縦割り行政ではなく上記の共同溝のように、ラ

イフライン全体が協力することが必要と考える。 

 

②ハ）推定 1，800 万トンに及ぶ災害ガレキの早期処分，活用方法 

1,800 万トンという膨大な量（広範囲に分散）が想像を絶すること、また復興計画

が未だ明らかではないため提案しづらいですが、経費削減の観点から災害ガレキは同

地区で処分，活用することを考える。 

a)人口台地 

低地にある災害ガレキと土砂（復興に伴う切土発生土）を用い、低地外周の山裾

に人口台地を築造する。台地の高さは想定津波高さ以上とし、台地上は緑地公園や

多目的広場など、地区住民の憩いの場として利用する。また、この台地が東日本大

震災の災害ガレキで作られたことを含め、震災の状況を後世に残す施設とすること

を提案する。なお、台地外周や底面には環境汚染対策が必要。 

b)スーパー堤防 

復興計画が明らかでないが、津波対策として海岸沿いにスーパー堤防を構築する。

このスーパー堤防には、堤内外の法面を除き、災害ガレキを含む土砂を用いる。堤

防高さは想定津波高さ以上に計画し、背後の低地を津波被害から守る。堤防上は人

口台地と同様に地区住民の憩いの場とする他、観光スポットとして地域の活性化に

利用する。漁業施設をスーパー堤防上や海岸に面した高台に設ける（昇降設備含む）

ことが防災上必要であるが、利便性やリスクを含め漁業関係者と十分な協議が必要。 

なお、災害ガレキを含む土砂からなるスーパー堤防の法面および底面には環境汚

染対策が必要。また、復興計画で低地の嵩上げを行う場合にも、跡地利用の観点か

ら嵩上げ盛土に災害ガレキは利用しない。 
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意見・提案 9 

東日本大震災に関する意見・提案 

平成 23 年 6 月 21 日 

（社）日本技術士会 北陸支部 

建設・総合技術監理部門  中山 伸一 ほか 所属会社技術者 

㈱サンワコン 

 

株式会社 サンワコン  杉本 

 

今回の地震の予兆に関する調査・・・忘れないうちにやった方がよい。 

  
がれき処理フローについて・・・効率的な処理システム 

 あわら市でお手伝いした処理業者のがれき処理システムは、今回の被災地の

がれき処理にも活用されている。あわらでは中古品でシステムを作っています

が数億円かかっています。情報によると破砕機メーカーから何システムも東北

に流れているようです。 
 
 がれきの利用については、防災施設等の復興工事資材として最大限活用すべ

きです。 
 
つなみに強いインフラ配置について・・・高速道路や鉄道が津波を止めている

ところがあるようです。 

 

株式会社 サンワコン  桶谷 

 

○地域再生計画について 

 高台に住居を移し、平地に産業その他を配置するというような復興まちづく

り案がすでに検討されているときいています。 
 職住近接のイメージ（同一自治体の範囲）かなと思っていますが、例えば、

南米のように高地に都市があり、沿岸部に外港を持つような形態も考えてよい

と思います。 
 そうなると、広域合併（海から山に向けた短冊状の構成）も考える必要があ

り、環境面では流域連携が可能ではないでしょうか？ 
 折しも「森は海の恋人」の発祥地ですので受け入れられやすいと思います。 

沿岸部に持ってくる産業は検討が必要です。内陸部での生産品を輸送（輸出）
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する港湾機能、漁業などが考えられますが超長期的視野でドラスティックに転

換を図る必要があります。 
 
 
株式会社 サンワコン  辻 
 
東北地方の復興には、経済的な点も考慮すると、「地元の業者が中心となって」

というのが大前提ですが、世の中の動きとしては、関東方面からの技術支援が

ほとんどです。 
われわれ北陸地方は、蚊帳の外といった感じです。地理的（交通条件的）に必

ずしも近いとは言えませんが、日本列島の太平洋側、日本海側という関係にあ

りますので、日本海側からの後方支援を約束しますとか、雇用や居住の受け皿

になりますというような関係になればと思います。 
また、福井県には、北陸電力と関西電力の２つの電力会社の原発もありますの

で、原発を有する地域としての共同研究を進めるとかも考えられます。 
 
 
株式会社  サンワコン 中山 
○地域再生計画について 

 
 今回の甚大な災害（地震・津波）の状況から鑑みて、被災前から居住してい

た場所での再復興計画は、私自身あり得ないと感じている。 
 テレビ報道などで既に議論されていますが、復興再生の基本的なイメージと

しては、被災住民の方々には、20m 程度以上の高台エリア（将来的に津波到来

の恐れの無い高さ）に移転して頂き、安全で安心できる新しい居住環境区域を

整備し、住んで頂くことが望ましいと考えます。 
この場合、先ず土地の問題であるが、被災地域（沿岸エリア）は国が一括し

て買い上げ、国有地（国立公園等）とし、可能な限り再生復旧し、観光地とし

て復興再生する。 
また、将来の津波による浸水リスクを公表・評価した上で、住居以外の土地

活用（農地・自然エネルギー等）として売却し、土地の買い上げ資金に充当し

てはどうか？ 
次に、地域の基盤産業である漁業や海運等も住居と同時に復興する必要があ

るが、例えば沿岸部より運河等を整備し居住する高台エリア付近まで引き込み、

小型漁船の船着き場や停泊場として復興する。 
但し、大型漁船やコンテナ船等は、現状での船着き場を復旧整備する。なお、
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沿岸部でなければならない仕事に携わる企業や個人等は、高さ 30m以上の企業
集積テナントビルとして集約できる建物を建設（津波進行方向）し、屋上等に

避難可能な設備や救援リポートの離発着可能な構造として整備する。 
 
 

株式会社 サンワコン  岡島 
 
①現地調査に関する事項 

（ただし、現在は行方不明者の捜索が行われており、現場は立入り禁止の

所も多い） 
イ）津波の発生機構、伝播・増幅に関する機構の解明と、有効なシミュレーシ

ョン手法の開発 
・既存の津波シミュレーションに対して，発生源が広範囲に及んだ場合の妥当

性について十分に検証する必要がある。 

・陸上での津波の挙動（速度や到達範囲）を地盤（摩擦など）と絡めて十分に

検証する必要がある。 

・海底断層の調査の充実が必要である。 

ロ） 防災施設の効果に対する調査 
・防潮堤に対する海底地盤の支持力について検証（偏心荷重考慮） 

・防災施設を津波が乗り越えた場合の問題について検証 

・堰堤の全面を保護するカゴマットの効果検証（効果があった可能性があるた

め） 

・道路の高盛土など防災施設以外のもので津波被害防止に効果があったものが

無いか検証。 

ハ） 行方不明者の効果的捜索方法、収容方法 
・音波探査で海底面の凹凸をとらえて捜索の参考にする。 

・潜水艦に搭載した機器など軍事技術を利用、可能性を検討する。 

 

②復興計画に関する事項 
イ）施設の耐震性向上に関する事項（津波も併せて） 
 a) 道路、橋梁、防波（潮）堤 
・橋梁などが完全に水没した場合の浮力に対する検討 

・河川堤防の津波に対する抵抗検討 

・橋梁の橋げたに対する津波荷重の考慮の必要性を検討 

 b) 電気、ガス、水道、電話 
・広域的な地盤沈下に対する対策 


